
事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

3 2 2

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

100,100 100,100 100,100 300,300

0

36,000 36,000

0

68,800 68,800 206,400

0

財

　

源

　

内

　

訳

66,900 66,900 66,900 200,700

0

68,800

0

事業内容

10校区にある放課後児童ク

ラブの維持管理及び育成会

に要する経費。放課後児童

クラブを実施する民間事業

所等への助成に要する経

費。

10校区にある放課後児童ク

ラブの維持管理及び育成会

に要する経費。放課後児童

クラブを実施する民間事業

所等への助成に要する経

費。

10校区にある放課後児童ク

ラブの維持管理及び育成会

に要する経費。放課後児童

クラブを実施する民間事業

所等への助成に要する経

費。

事　業　費 271,800 235,800 235,800 743,400

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

児童数が減少する一方、入所率増加による需要の増大が続いており、待機児童解消のため、公設クラブ

の増設及び民間クラブの参入を促進し、県内でもトップクラスの受け入れ体制を整えてきた。公設民設合

わせたクラブの数は、令和元年度末には28か所に増加した。

事業の背景・

住民意見の反映

保護者の要望により開設され、現在に至っている。年々就労する保護者が増え、放課後児童クラブの需要

は増大している。また、平成24年の子ども子育て関連3法の成立に伴い、平成26年度に設備及び運営に関

する基準を定める条例及び規則を制定、実施要綱の全部改正を行い、平成27年度から利用者を全学年に

拡大し、保護者を子育て及び就労の両面から支援している。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

入所率は増加傾向であり、需要は今後も横ばいから微増傾向と推測されるが、公設クラブにおいては、人

員確保の面からも更なる施設の拡充は厳しい状況であるため、民間クラブも含めた供給量の確保に努め

ていく。

目　的

放課後、保護者が就労等によりいない家庭等の小学生に対し、適切な生活の場を与えて児童

の健全な育成を図る。

対　象 放課後、保護者が就労等でいない小学校1年生から6年生までの児童

手　段

すべての小学校区に放課後児童クラブを設置し、需要の増加や校区ごとの実情に対応するた

め、公設公営のみならず、民間の参入も推進していく。

少子化対策の推進

個別計画での位置づけ 子ども・子育て支援事業計画

SDGsでの位置づけ

目標４ 質の高い教育をみんなに

目標５ ジェンダー平等を実現しよう

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-1-1 施策名： 児童の放課後等の居場所づくり

関連施策：
2-1-6 施策名：

事業期間 2001年度 (平成13年度)
～

事 業 名 放課後児童健全育成事業 2101-010

所　　管 健康福祉部　子育て支援課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等

児童福祉法、子ども・子育て支援法、御殿場市放課後児童健

全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

10 5 1

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

200 200 200 600

1,090 1,090 1,090 3,270

0

0

0

2,110 2,110 6,330

0

財

　

源

　

内

　

訳

0

0

2,110

0

事業内容

・放課後子ども教室開設

・運営委員会の開催

・放課後子ども教室開設

・運営委員会の開催

・放課後子ども教室開設

・運営委員会の開催

事　業　費 3,400 3,400 3,400 10,200

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

・Ｈ20年度に御殿場小で試行を開始し、Ｒ1年度は印野小、高根小を除く8校区（9教室）で実施。

・Ｒ１の参加児童数は221人。（内学童44人）

事業の背景・

住民意見の反映

・ライフスタイルの多様化に伴い地域社会とのつながりが薄れている中、子どもたちが心豊かで

健やかに育まれる環境や、安全で自由に活動できる居場所づくりが求められている。

・保護者アンケートを実施し、実施内容や今後の在り方について検討を行っている。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

・協働活動支援員や地域学校協働推進員を交えて情報交換会を実施し、各教室の情報共有や

運営の見直しを行っている。

・指導者の高齢化による人材確保が課題となっており、体験ボランティアの受け入れを行ってい

る。

目　的

少子化や核家族化の進行、就労形態の多様化及び家庭や地域の子育て機能・教育力の変化

など、子どもを取り巻く環境の変化を踏まえ、放課後等に子どもが安心して活動できる場の確保

を図るとともに、次世代を担う児童の健全育成を支援する。

対　象 小学生

手　段

福祉部局で行っている放課後児童クラブと連携を図り、小学校や公共施設等で放課後や休日の

安全で健やかな居場所を提供し、児童がスポーツや学習、読書などに取り組めるよう、協働活

動支援員等が指導、見守りを行う。

青少年の健全育成

個別計画での位置づけ

SDGsでの位置づけ

目標４ 質の高い教育をみんなに

なし

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-1-1 施策名： 児童の放課後等の居場所づくり

関連施策：
4-1-10 施策名：

事業期間 2007年度 (平成19年度)
～

事 業 名 放課後子ども教室（放課後子どもプラン）推進事業 2101-020

所　　管 教育部　社会教育課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 文部科学省・厚生労働省の放課後対策関連事業
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

3 2 2

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

400 0 0 400

0

0

0

300

0

財

　

源

　

内

　

訳

300 300

0

300

0

事業内容

養育支援が特に必要な家

庭への訪問支援者派遣業

務委託経費

子ども家庭総合支援拠点事

業に統合

子ども家庭総合支援拠点事

業に統合

事　業　費 1,000 0 0 1,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

平成30年度に委託による事業実施に向け、国のガイドラインに沿った事業内容及び委託方法の

検討、平成31年4月から令和元年6月にかけて対象家庭の選定や委託先との調整を行った。令

和元年7月から複数事業所との委託契約が可能となり本格的に事業開始となった。

事業の背景・

住民意見の反映

平成20年の児童福祉法改正により、市町村における実施の努力義務が課された。当市においても、産前

産後のサポートで保健センターが関わっている母子や、家庭児童相談室で関わっている要保護児童家庭

などへの支援の必要性が高まっている。令和4年度には、子ども家庭総合支援拠点事業に統合し、更なる

支援の拡充を図る。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

平成30年度に事業実施に向けた検討を行い、令和元年7月から複数の事業所等と単価契約方式での契

約が可能となった。今後は、対象家庭の選定や委託先の振り分け・調整、支援内容・回数等の決定、見直

しなど、支援が円滑に実施できるよう管理していく。

目　的

養育支援が特に必要であると判断した家庭に対し、居宅訪問により養育に関する指導や助言、

援助等を行い、適切な養育の実施を確保する。

対　象 養育支援が特に必要と認められる家庭の児童及びその養育者

手　段

乳幼児家庭や、不適切な養育状態にある家庭等に対し、訪問支援者が居宅を訪問し、育児や

家事等の援助を行う。

子どもの貧困対策の推進

個別計画での位置づけ

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

目標16 平和と公正をすべての人に

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-1-2 施策名： 児童虐待の防止・相談体制の強化

関連施策：
2-1-4 施策名：

事業期間 2019年度 (令和1年度)
～

事 業 名 養育支援訪問事業 2102-010

所　　管 健康福祉部　子育て支援課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 児童福祉法、子ども・子育て支援法
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

3 2 2

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

0 8,271 8,271 16,542

0

0

0

664 664 1,328

0

財

　

源

　

内

　

訳

6,565 6,565 13,130

0

0

事業内容

子ども家庭総合支援拠点設

置に向けた準備

子ども家庭支援員、虐待対

応専門員による実情の把

握、虐待を含めた相談対

応・調査支援・指導等

子ども家庭支援員、虐待対

応専門員による実情の把

握、虐待を含めた相談対

応・調査支援・指導等

事　業　費 0 15,500 15,500 31,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

虐待対応やハイリスク家庭の拾い出し、支援全般に係る業務、要支援・要保護児童等への支援

及び関係機関との連絡調整業務

事業の背景・

住民意見の反映

平成28年度児童福祉法等の改正により、自治体に拠点の設置が義務付けられた。既存の家庭

児童相談室、要保護児童対策地域協議会事業を拡充し、子ども家庭総合支援拠点として整備

するとともに、現在実施している養育支援訪問事業や、現在未実施の子育て支援事業（ショート

ステイ・トワイライトステイ）を同時に実施することで、実質的な支援の充実を図る。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

要支援・要保護児童とその家庭及び妊産婦等を対象に実情の把握、通所・在宅支援を中心とし

た専門的な相談対応や調査、訪問等による継続的なソーシャルワーク業務を行う拠点事業の実

施に向け、既存事業の見直し、関係機関との調整を行う。

目　的

地域の全ての子どもとその家庭及び妊産婦等に対し、専門性のある支援と地域資源の活用に

よる切れ目のない支援を行う。

対　象 地域の全ての子どもとその家庭及び妊産婦

手　段

既存の家庭児童相談室及び要保護児童対策地域協議会の機能を核に、専門的実践のある人

材の確保と知識の向上による組織の充実及び関係機関を繋ぐネットワークの確立を図る。

配偶者等からの暴力による被害者支援体制の充実

個別計画での位置づけ

SDGsでの位置づけ

目標16 平和と公正をすべての人に

目標５ ジェンダー平等を実現しよう

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-1-2 施策名： 児童虐待の防止・相談体制の強化

関連施策：
2-1-3 施策名：

事業期間 2022年度 (令和4年度)
～

事 業 名 子ども家庭総合支援拠点事業 2102-020

所　　管 健康福祉部　子育て支援課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 児童福祉法
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

3 2 5

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

8,000 8,000 8,000 24,000

0

0

0

0

0

財

　

源

　

内

　

訳

0

0

0

事業内容

個別相談、園学校訪問、療

育教室の開催、庁内推進委

員会の開催、発達支援講演

会の開催等

個別相談、園学校訪問、療

育教室の開催、庁内推進委

員会の開催、発達支援講演

会の開催等

個別相談、園学校訪問、療

育教室の開催、庁内推進委

員会の開催、発達支援講演

会の開催等

事　業　費 8,000 8,000 8,000 24,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

平成２３年度に臨床心理士２名を正規職員として採用したことにより、保護者や本人との信頼関

係を築きながら、継続的に手厚い支援が実施できている。

令和元年６月の移転により、課題であった成人の方からの相談が増えてきている。

事業の背景・

住民意見の反映

発達障害者支援法に発達障害者への支援が国や地方公共団体の責務として規定されたことを

受け、平成２８年に市の発達支援システムが策定され、発達相談センターは関係機関のまとめ

役として、すべての年代において切れ目のない継続した支援を推進することとなった。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

令和元年６月にセンターを独立移転し、相談室の充実や人員体制の強化を図った。

移転後に、課題であった成人の相談が増え、社会参加への一助となっている。

幼保卒園時の支援情報の引継ぎを実施し、中学卒業時の引継方法についても協議を行った。

相談件数の増加により心理士の増員が必要となってきている。

目　的

福祉、教育、医療など関係機関との連携を図りながら、適切で継続性のある発達支援を行うこと

により、発達に特徴や不安を持つ市民が、安心していきいきと暮らせる環境整備を推進する。

対　象 発達に特徴や不安を持つ乳幼児から大人までの市民（ご本人及びご家族）

手　段

発達支援システムに基づき、発達相談センターが中核となり、関係機関と連携を図りながら、心

理士などの専門スタッフによる個別相談、園学校訪問、療育教室の開催等を通して、乳幼児期

から学齢期、青年成人期まで、切れ目のない継続した発達支援を行う。

  

個別計画での位置づけ （御殿場市発達支援システム）

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

目標４ 質の高い教育をみんなに

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-1-5 施策名： 発達障害児（者）の支援体制の充実

関連施策：
 施策名：

事業期間 2016年度 (平成28年度)
～

事 業 名 発達相談センター事業 2105-010

所　　管 健康福祉部　子育て支援課　発達相談センター 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 発達障害者支援法

59



事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

3 2 2

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

186,900 186,900 186,900 560,700

103,300 103,300 103,300 309,900

0

0

0

104,700 104,700 314,100

0

財

　

源

　

内

　

訳

0

0

104,700

0

事業内容

高校3年生相当年齢までの

子どもへの医療費の助成

(入院無料、通院一部自己

負担)

高校3年生相当年齢までの

子どもへの医療費の助成

(入院無料、通院一部自己

負担)

高校3年生相当年齢までの

子どもへの医療費の助成

(入院無料、通院一部自己

負担)

事　業　費 394,900 394,900 394,900 1,184,700

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

平成22年4月からは入院に要する経費を無料とし、平成24年4月からは助成対象を高校3年生相

当年齢までに拡大し、先進的な助成を行ってきた。

事業の背景・

住民意見の反映

昭和49年度から、子育て支援を推進するため、乳幼児医療費助成を実施してきたが、更なる少子化の進

行に伴い、医療費助成の対象年齢の拡大の声が高まり、子育て支援として住民の期待に応えるべく逐次

年齢を引き上げ、平成21年4月からは中学校3年生までを、平成24年4月からは高校3年生相当年齢までを

助成対象とした。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

子育て支援の制度として広く定着しており、引き続き事業を継続していく。平成30年10月受診分

から県補助対象が中学生までから高校3年生相当年齢まで拡大されることになった。

目　的 子どもの医療費の負担軽減を図り、子どもの健やかな成長に寄与する。

対　象 高校3年生相当年齢までの子どもの保護者

手　段

子ども医療費受給資格者証を交付し、高校3年生相当年齢までの子どもの入院、通院に係る医

療費の助成を行う。

子どもの貧困対策の推進

個別計画での位置づけ

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

目標１ 貧困をなくそう

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-1-6 施策名： 少子化対策の推進

関連施策：
2-1-4 施策名：

事業期間 1974年度 (昭和49年度)
～

事 業 名 子ども医療費助成事業 2106-010

所　　管 健康福祉部　子育て支援課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 御殿場市子ども医療費助成規則
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

3 2 2

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

11,500 11,500 11,500 34,500

0

0

0

0

0

財

　

源

　

内

　

訳

0

0

0

事業内容

第３子以降の子がの３歳時に

保護者に対し対象児童１人に

つき１０万円（半額は商品券）

の応援手当を支給

応援手当の支給

事業効果を検証した上で、財

政状況等をふまえ、以降の実

施方法を検討

応援手当の支給

（前年度の検討結果を反映）

事　業　費 11,500 11,500 11,500 34,500

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

平成30年度から令和元年度にかけ制度設計を行い、令和2年度施行に向け準備を行った。

事業の背景・

住民意見の反映

平成30年実施の市の第二期子ども子育て支援事業計画のためのニーズ調査によると、子どもの人数の理

想を３人とする人が多かった。これまで取り組んできた様々な施策と合わせて相乗的に第３子以降の子を

持つ子育て世帯を応援することにより、第３子以降の出産の後押しとなることを期待する。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

令和元年９月定例会後、議会での指摘を一つ一つ検討し、できるだけ今回の制度に取り入れるべく再精査

したうえで、庁議や調整会議において協議し、今回の制度を詰めた。

目　的

第３子以降の子がいる世帯の子育てを応援することにより、児童の健全な育成及び福祉の増進を図り、少

子化対策、移住定住の促進、人口増加及び経済活性化に資するため。

対　象 第３子以降の子を持つ保護者

手　段

第３子以降の子を持つ保護者に対し、多くの子どもが保育園又は幼稚園へ就園する子育ての一つの節目

である３歳時に、対象児童１人につき１０万円（半額を市内共通商品券）を応援手当として支給する。

人口の維持・増加の促進

個別計画での位置づけ

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

目標４ 質の高い教育をみんなに

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-1-6 施策名： 少子化対策の推進

関連施策：
6-2-1 施策名：

事業期間 2021年度 (令和3年度)
～

事 業 名 第３子以降子育て応援手当支給事業 2106-020

所　　管 健康福祉部　子育て支援課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

3 2 3

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

2,600 2,500 5,100

0

2,600 1,200 3,800

0

0

0

財

　

源

　

内

　

訳

0

0

0

事業内容

保育園３園（東・西・玉１）の

保育室等の蛍光灯をLED化

幼稚園２園（御・富）の保育

室等の蛍光灯をLED化

事　業　費 5,200 3,700 8,900

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

当該事業により保育園各園にエアコンを計画的に設置してきた。LED化については、これまで通

常の修繕により個別に対応してきた。

事業の背景・

住民意見の反映

園舎の損耗・機能低下に対する改修を行うことにより、保育・教育環境の改善、園舎の耐久性の確保を図っていく。特に

公立保育園8園の内、6園は建築後25年以上が経過しており、老朽化が進んでいる。また、蛍光灯をLED照明に変更す

ることにより、部屋が明るくなるとともに、節電効果も期待できる。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

「御殿場市幼児の教育・保育施設整備基本構想」に基づき、園児の安全や健康管理を考慮し、優先順位を

決めて整備を行っていく。

目　的 保育園・幼稚園施設の不具合の改善を行い、より良い保育・教育環境の整備を図る。

対　象 公立保育園8園・公立認定こども園１園・公立幼稚園7園

手　段 園の施設、設備等の改修、修繕、更新等の整備を実施

学校などの教育施設・設備の充実

個別計画での位置づけ

SDGsでの位置づけ

目標４ 質の高い教育をみんなに

なし

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-1-7 施策名： 保育サービスの充実

関連施策：
4-1-6 施策名：

事業期間 ～

事 業 名 保育園・幼稚園環境整備事業 2107-010

所　　管 健康福祉部 保育幼稚園課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

10 4 1

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

12,200 12,200

0

2,300 2,300

0

0

0

財

　

源

　

内

　

訳

0

0

0

事業内容

富士岡幼稚園、竈幼稚園、

森之腰幼稚園の中規模改

修

事　業　費 14,500 14,500

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

事業の背景・

住民意見の反映

園舎の損耗・機能低下に対する改修を行うことにより、保育・教育環境の改善、園舎の耐久性の確保を図っていく。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

「公共建築物個別計画」に基づき、優先順位を決めて整備を行っていく。

目　的

個々の施設の長寿命化を前提に、今後予想される公共施設の改築及び改修等に備え、「公共

施設の一元管理」「財政負担の平準化・縮減」を図るために策定した公共建築物個別計画に基

づく改修

対　象 公立保育園8園・公立認定こども園１園・公立幼稚園7園

手　段 園舎について長寿命化型で維持・保全・更新を実施

学校などの教育施設・設備の充実

個別計画での位置づけ 御殿場市公共建築物個別計画

SDGsでの位置づけ

目標４ 質の高い教育をみんなに

なし

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-1-7 施策名： 保育サービスの充実

関連施策：
4-1-6 施策名：

事業期間 ～

事 業 名 幼稚園園舎改修事業 2107-020

所　　管 健康福祉部 保育幼稚園課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

3 2 4

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

3,480 3,480 3,480 10,440

0

0

0

1,460 1,460 4,380

0

財

　

源

　

内

　

訳

1,480 1,480 1,480 4,440

0

1,460

480 480 480 1,440

事業内容

委託会員の要望により、ア

ドバイザーが受託会員を選

定し、援助活動を実施。

委託会員の要望により、ア

ドバイザーが受託会員を選

定し、援助活動を実施。

委託会員の要望により、ア

ドバイザーが受託会員を選

定し、援助活動を実施。

事　業　費 6,900 6,900 6,900 20,700

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

保護者が安心して、働きながら子育てができた。

事業の背景・

住民意見の反映

平成８年８月、県から設立の依頼があり、翌年５月に保育園保護者に利用希望調査を実施し、４

０％程度の利用希望者があった。平成１０年から事業実施。住民要望は高いが近年は受託会員

が限られてきた。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

平成２２年度に受託会員の確保と住民サービスの向上を図るため、小山町と共同で事業を実

施。平成２６年度から会員の利便性を考慮し、事務局を子ども家庭センターに再び戻した。平成

２７年度から１時間当たりの報酬を１００円下げ平日昼間を５００円とした。利用者の増加に対応

するため、受託会員の養成を図る２４単位の養成講座を主体とした活動の充実を図る。

目　的

子育て世代の就労を支援するとともに、会員相互のネットワークを通して安心して子育てができ

る環境づくりを目的とする。

対　象 御殿場市及び小山町の小学生までの児童を有する保護者

手　段

活動範囲の拡大に伴い、センターの運営にかかわるサブリーダーを増員し、事業の円滑な運営

を図る。また、１時間当たりの報酬の支払いは会員相互で行っているが、静岡県の最低賃金より

低い単価であるため、最低賃金との差額を補助金として支払う。

少子化対策の推進

個別計画での位置づけ 子ども・子育て支援事業計画

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

目標５ ジェンダー平等を実現しよう

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-1-8 施策名： 地域で支える子育ての充実

関連施策：
2-1-6 施策名：

事業期間 1998年度 (平成10年度)
～

事 業 名 ファミリー・サポート・センター事業 2108-010

所　　管 健康福祉部　子育て支援課　子ども家庭センター 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 ごてんば・おやまファミリー・サポートセンター事業実施要綱
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

3 2 4

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

事業期間 1998年度 (平成10年度)
～

事 業 名 子育て支援センター事業 2109-010

所　　管 健康福祉部　子育て支援課　子ども家庭センター 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 子ども・子育て支援法

目　的

育児に対する不安や悩みを受け止め、育児中の親同士の仲間づくりを手伝いながら、子育ての

楽しみを広げる。

対　象 就学前の未就園児及びその保護者

手　段

市民交流センター（子ども家庭センター）及び私立保育園等８園に保育士を配置し、支援セン

ターを開設。また、その他の公私立保育園等においても、各種事業（講座等）を実施している。

少子化対策の推進

個別計画での位置づけ 子ども・子育て支援事業計画

SDGsでの位置づけ

目標４ 質の高い教育をみんなに

なし

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-1-9 施策名： 子育て支援センター機能の充実

関連施策：
2-1-6 施策名：

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

ニーズを踏まえた支援活動を行うことにより、育児中の不安や孤立を軽減し、併せて、親子の気

分転換を図ることで、健全な育児の手助けとなる事業とした。

事業の背景・

住民意見の反映

少子化、核家族化、女性の社会進出など、生活スタイルの変化により家庭教育機能が低下しつ

つある中で、地域における中核施設として、保育園等の中に支援センター機能が必要になって

いる。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

保育園等園舎の改築に合わせ、園内のスペースの拡充や機能拡大に努めている。また、ニー

ズに合った事業の企画、実施に努めることにより、子育て支援機能の充実と子どもの健やかな

育ちを支援する。

事業内容

○公立保育園８園こども園１園、私立保

育園８園こども園１園、子ども家庭セン

ターで開設　※上記の内、国県補助対

象の地域子育て支援拠点事業を私立保

育園７園こども園１園、子ども家庭セン

ターで実施　※私立保育園１園改築、こ

ども園１園新築の施設整備予定

○その他：公立幼稚園７園、私立幼稚園

２園

○公立保育園８園こども園１園、私立保

育園７園こども園３園、子ども家庭セン

ターで開設　※上記の内、国県補助対

象の地域子育て支援拠点事業を私立保

育園６園こども園３園、子ども家庭セン

ターで実施　※私立保育園１園改築（解

体）の施設整備予定

○その他：公立幼稚園７園、私立幼稚園

２園

○公立保育園８園こども園１園、私立保

育園７園こども園３園、子ども家庭セン

ターで開設　※上記の内、国県補助対

象の地域子育て支援拠点事業を私立保

育園６園こども園３園、子ども家庭セン

ターで実施

○その他：公立幼稚園７園、私立幼稚園

２園

事　業　費 101,300 89,100 88,900 279,300

27,750 27,750 80,490

0

財

　

源

　

内

　

訳

38,800 27,880 27,750 94,430

0

24,990

0

0

0

0

10 10 10 30

37,500 33,460 33,390 104,350
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

4 1 6

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

19,060 19,060 19,060 57,180

0

0

0

0

0

財

　

源

　

内

　

訳

0

0

4,940 4,940 4,940 14,820

事業内容

小児科専用ベットの確保、

小児医療相談、小児・産科

医療、多発外傷等に対する

二次・三次医療体制の確保

小児科専用ベットの確保、

小児医療相談、小児・産科

医療、多発外傷等に対する

二次・三次医療体制の確保

小児科専用ベットの確保、

小児医療相談、小児・産科

医療、多発外傷等に対する

二次・三次医療体制の確保

事　業　費 24,000 24,000 24,000 72,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

小児医療及び小児救急医療体制に協力いただいている富士病院において、小児科医師が常勤

３名、非常勤医師は４名、小児専用病床は、全１６０床のうち５床を確保できている。

事業の背景・

住民意見の反映

当市では、入院施設のある小児科医療機関は富士病院のみであり、限られた医療資源の中

で、広域の医療機関相互連携を図りながら、小児医療等の受入体制の確保及び拡充を継続し

て進めていく必要がある。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

小児科医師数・小児科専門ベッド数及び、小児科二次救急患者とも受け入れ体制の充足に向

け、引き続き医療体制確保の取組を行う。

目　的 小児科医療を始め、重篤患者等の対応を含めた広域的な救急医療体制の整備・充実を図る

対　象 小児科を含む、高度医療機関

手　段 御殿場市医師会を通じ、医療体制の整備・充実のため経費を助成する。

  

個別計画での位置づけ

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

なし

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-2-1 施策名： 医療体制の整備・充実

関連施策：
 施策名：

事業期間 1993年度 (平成5年度)
～

事 業 名 小児医療等対策事業 2201-010

所　　管 健康福祉部　救急医療課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 御殿場市医師会との協議書
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

4 1 6

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

30,000 30,000

0

0

0

0

0

財

　

源

　

内

　

訳

0

0

0

事業内容

産科医師確保に係る費用

の一部補助

事　業　費 30,000 30,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

本市において、現在分娩を取り扱う医療機関は、共立産婦人科医院のみであり、同医療機関に

おいて、医師確保の充足に向け継続して取り組んでいる。

事業の背景・

住民意見の反映

現在分娩を取り扱う医療機関が、市内で共立産婦人科医院のみであり、当医院で扱う出産件数

も御殿場市及び小山町における総出産数の半数に満たないことから、市民が安心して出産でき

るよう産科医師の確保は喫緊の課題となっている。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

当該補助により、医師の確保が積極的に図られるが、期間限定の補助であることから、今後は

運営状況や決算状況を勘案し、市内産科医療体制の構築について、補助の内容や継続期間を

検討していく。

目　的

市内の病院又は診療所における産婦人科又は産科の常勤又は非常勤の分娩を取り扱う医師

の確保を図る。

対　象 市内の病院又は診療所

手　段 産科医師を雇用する病院等に対し、産科医師確保のための経費を助成する。

  

個別計画での位置づけ

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

なし

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-2-1 施策名： 医療体制の整備・充実

関連施策：
 施策名：

事業期間 2019年度 (令和1年度)
～ 2021年度 (令和3年度)

事 業 名 病院等産科医師確保補助事業 2201-040

所　　管 健康福祉部　救急医療課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 御殿場市病院等産科医師確保補助金交付要綱
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

2 1 1

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

5,209 5,209

0

0

0

0

0

財

　

源

　

内

　

訳

0

0

1,091 1,091

事業内容 CT装置の更新

事　業　費 6,300 6,300

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

CT装置により、脳疾患や交通事故等による複合外傷の的確な基礎診断が迅速にでき、これま

でに多数の重症患者の救命診療の検査機器として使用されてきた。

事業の背景・

住民意見の反映

CT装置は脳疾患や交通外傷の基礎診断にかかせない検査機器であるが、既存のCT装置が平

成２１年に導入してから１０年以上経過しており、メーカーからの機器部品の提供が困難になる

ことから保守契約の締結ができなくなるため、CT装置を更新する必要がある。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

救急医療において、検査時間の短縮及び精度の高い検査を行うことが、直に救命率の向上に

繋がり、また２次・３次救急医療機関と円滑に連携できるようになることから、検査時間が短縮で

き、かつ被爆量を抑えられ、これまでと同様に精密な検査が可能となるCT装置を選定するよう

検討を重ねていく。

目　的

一次救急医療施設としての役割を果たしていくため、CT装置を更新することにより、救急救命の

一層の充実を図る。

対　象 御殿場市救急医療センター

手　段

４列マルチスライスのCT装置から、より精密な検査が可能となる１６列マルチスライスのCT装置

に更新する。

  

個別計画での位置づけ

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

なし

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-2-1 施策名： 医療体制の整備・充実

関連施策：
 施策名：

事業期間 2022年度 (令和4年度)
～ 2022年度 (令和4年度)

事 業 名 全身用CTスキャナー装置更新事業 2201-050

所　　管 健康福祉部　救急医療課 予算款項目 救急医療特会

根拠法令・要綱等
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

4 1 6

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

35,175 35,175 35,175 105,525

0

0

0

0

0

財

　

源

　

内

　

訳

0

0

9,125 9,125 9,125 27,375

事業内容

二次救急医療施設５施設

三次救急医療施設８施設の

救急業務に対する協力を促

進するための交付金

二次救急医療施設５施設

三次救急医療施設８施設の

救急業務に対する協力を促

進するための交付金

二次救急医療施設５施設

三次救急医療施設８施設の

救急業務に対する協力を促

進するための交付金

事　業　費 44,300 44,300 44,300 132,900

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

当該補助により、第二次・三次救急医療機関との協力体制の維持に大きく寄与されたことに伴

い、御殿場市救急医療センターや各診療所から、専門的な検査や入院が必要な患者を第二次・

三次救急医療機関へ、円滑に転送することができている。

事業の背景・

住民意見の反映

市民病院など、救急医療や高度医療の中核となる医療機関がない現状では、周辺地域や広域

による民間医療機関と連携し、救急医療体制の充実を図ることが必要不可欠である。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

一般・救急患者の受け入れに加え、新型コロナウイルス感染症に関する対応に伴い、高次救急

医療機関との連携を維持強化していくための方策を、当該補助の拡充も含め検討していく。

目　的

夜間及び休日における第二次・三次の救急医療業務に対する民間医療機関の協力を促進す

る。

対　象 第二次救急医療機関５施設・第三次救急医療機関８施設

手　段 御殿場市医師会を通じて、体制維持のための経費を補助する。

  

個別計画での位置づけ

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

なし

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-2-2 施策名： 救急医療体制の強化

関連施策：
 施策名：

事業期間 1979年度 (昭和54年度)
～

事 業 名 第二次救急医療施設運営事業 2202-020

所　　管 健康福祉部　救急医療課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 御殿場市医師会との協定書
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

4 1 6

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

1,800 1,800 1,800 5,400

0

0

0

0

0

財

　

源

　

内

　

訳

0

0

0

事業内容

広域救急医療体制構築事

業に対する負担金

広域救急医療体制構築事

業に対する負担金

広域救急医療体制構築事

業に対する負担金

事　業　費 1,800 1,800 1,800 5,400

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

駿東地区ドクターバンク設置事業により、７市町における二次救急医療機関で手薄となる診療

科の充実が図られ、特定の医療機関への患者の集中を回避することができている。

事業の背景・

住民意見の反映

各医師会管内ごとに設置される救急医療圏において、引き続き、当事業による特定診療科の医

師を確保し東部地区の医療機関が広域で相互に連携することにより、患者の集中等で、診療す

る医療機関の疲弊を防いでいく必要がある。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

現在は、上部消化管出血のみの対応としているが、他の病状にも対応できるよう各医療機関と

協力及び調整を行い検討を進めていく。

目　的 専門医を待機させ二次救急医療機関で手薄となる診療科の充実を図る。

対　象 御殿場市、沼津市、裾野市、三島市、小山町、清水町、長泉町の７市町

手　段

駿東地区ドクターバンク設置により専門医を確保し、７市町における二次救急担当医療機関で

手薄となる診療科の充実を図る。

  

個別計画での位置づけ

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

なし

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-2-2 施策名： 救急医療体制の強化

関連施策：
 施策名：

事業期間 2014年度 (平成26年度)
～

事 業 名 広域救急医療体制構築事業 2202-030

所　　管 健康福祉部　救急医療課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 沼津医師会との協議書
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

4 1 6

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

28,939 28,939 28,939 86,817

0

0

0

0

0

財

　

源

　

内

　

訳

0

0

6,061 6,061 6,061 18,183

事業内容

看護学校の運営費補助金

を交付

看護学校の運営費補助金

を交付

看護学校の運営費補助金

を交付

事　業　費 35,000 35,000 35,000 105,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

御殿場看護学校が健全に運営されることにより、看護師が充足され、安心な医療や保健事業を

提供することができている。

事業の背景・

住民意見の反映

安心できる医療体制を担う医療機関や福祉施設、在宅医療事業等において、保健医療を担う看

護師が不足しており、養成と確保は喫緊の課題となっている。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

卒業生の市内医療機関等への更なる就職率向上を目指し、入学試験の選抜方法や市内医療

機関から学生への意識啓発を積極的に働きかけていくなど、看護学校と協議のうえ、様々な方

策を検討していく。

目　的 看護学校経営の安定化や学習環境の充実を図り、市内の病院等の看護師充足に寄与する。

対　象 御殿場看護学校

手　段 健全な運営のため経費を補助する。

  

個別計画での位置づけ

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

なし

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-2-4 施策名： 医療関連人材の育成・確保

関連施策：
 施策名：

事業期間 1995年度 (平成7年度)
～

事 業 名 看護学校運営費補助事業 2204-010

所　　管 健康福祉部　救急医療課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 御殿場市御殿場看護学校運営費補助金交付要綱
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

3 3 1

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

3,496 3,519 3,519 10,534

2,926 2,945 2,945 8,816

0

0

0

2,945 2,945 8,816

0

財

　

源

　

内

　

訳

5,852 5,891 5,891 17,634

0

2,926

0

事業内容

・在宅医療・介護連携推進相談

員の設置（1名×5包括）

・市民への普及啓発講演会の

開催及びICT（情報通信技術）

普及拡大のための支援

・在宅医療・介護連携推進協議

会の開催

・在宅医療・介護連携推進相談

員の設置（1名×5包括）

・市民への普及啓発講演会の

開催及びICT（情報通信技術）

普及拡大のための支援

・在宅医療・介護連携推進協議

会の開催

・在宅医療・介護連携推進相談

員の設置（1名×5包括）

・市民への普及啓発講演会の

開催及びICT（情報通信技術）

普及拡大のための支援

・在宅医療・介護連携推進協議

会の開催

事　業　費 15,200 15,300 15,300 45,800

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

地域住民の普及啓発として、「看取り」をテーマにシンポジウムを開催した。また、多職種による

研修会や在宅医療・介護連携推進協議会、管内MSWと相談員との意見交換会を実施した。

事業の背景・

住民意見の反映

診療報酬の改定等により在宅に戻らなければならない高齢者が増加しており、在宅生活を支えるために

は医療と介護の連携がスムーズに行われることが重要である。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

啓発講演会を開催し、市民の在宅医療の認知度向上を図るとともに、多職種による研修会を引き続き実施

し、顔の見える関係づくりと職能の理解を推進していく。「シズケア＊かけはし」の普及拡大のため、関係機

関との連携や支援に努める。また、医療と介護の連携体制の構築は、段階的に構築するように進めてい

く。

目　的

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の

最後まで続けることができるよう在宅医療と介護を一体的に提供するために、医療機関と介護

事業所等の関係者の連携を推進する。

対　象 医療機関及び介護事業所等の関係者及び地域住民

手　段

国が定めた以下８項目を関係機関と連携を図りつつ実施していく。（ア）地域の医療・介護の資源の把握（イ）在宅医療・

介護連携の課題の抽出と対応策の検討（ウ）切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進（エ）医療・介

護関係者の情報共有の支援（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援（カ）医療・介護関係者の研修（キ）地域住民

への普及啓発（ク）在宅医療・介護連携に関する関係市町村の連携

介護予防の推進と自立生活の支援

個別計画での位置づけ 御殿場市第９次高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

なし

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-2-5 施策名： 在宅医療の促進

関連施策：
2-6-2 施策名：

事業期間 2015年度 (平成27年度)
～

事 業 名 在宅医療・介護連携推進事業 2205-010

所　　管 健康福祉部 長寿福祉課 予算款項目 介護保険特会

根拠法令・要綱等 地域医療・介護総合確保推進法
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

4 1 1

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

97,510 104,000 104,000 305,510

0

0

0

3,600 3,600 11,740

0

財

　

源

　

内

　

訳

10,650 9,500 9,500 29,650

0

4,540

0

事業内容

母子健康手帳交付

妊婦・乳幼児健康診査

訪問指導・教室・相談・事後指導・

妊婦歯科健診

ママサポごてんば（子育て世代包

括支援センター）、産前・産後サ

ポート、産婦健診・産後ケア事業

母子健康手帳交付

妊婦・乳幼児健康診査

訪問指導・教室・相談・事後指導・

妊婦歯科健診

ママサポごてんば（子育て世代包

括支援センター）、産前・産後サ

ポート、産婦健診・産後ケア事業

母子健康手帳交付

妊婦・乳幼児健康診査

訪問指導・教室・相談・事後指導・

妊婦歯科健診

ママサポごてんば（子育て世代包

括支援センター）、産前・産後サ

ポート、産婦健診・産後ケア事業

事　業　費 112,700 117,100 117,100 346,900

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

乳幼児や妊婦健康診査・教室・相談・訪問指導と妊婦歯科健診等を実施。健康診査は高い受診率を保っている。また、

子育て世代包括支援センター「ママサポごてんば」に専任助産師(臨時職員)を配置し、妊娠期から乳幼児期の切れ目

のない相談を手厚く行った。また、産前・産後訪問に加え産後孤立しがちな産婦が利用できる産後ケア事業等や、産婦

の健康管理と虐待予防のための産婦健診を実施し、早期の段階から包括的な支援を行えた。

事業の背景・

住民意見の反映

急速に変化する社会の中で、妊産婦・母親の孤立感や負担感が高まり悩みを抱える方が増え、分かりやすい相

談窓口や、いつでも専門的な相談が受けられる体制を求めている。そこで妊娠中の母子健康手帳交付から丁寧

に関る「ごてんば版ネウボラ」により、虐待予防にもつながる｡フッ素化物塗布事業は県内未実施は当市のみとな

り、駿東歯科医師会御殿場市支部と協議し、２歳及び２歳半でフッ素化物塗布事業を実施していく。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

子育て世代包括支援センター「ママサポごてんば」の専任の助産師1名に、新たに1名の助産師を確保し、

孤立しがちな産婦等が利用しやすく切れ目のない支援のため、平成30年度より開始した産婦健診及び産

後ケア事業を、関係各課や関係機関と連携を図りながら強化を目指していく。新型コロナウイルス感染症

等の予防、防止のための体制づくりや必要物品の備蓄していく。

目　的

節目を捉えて、発育・発達状況を観察し適切な保健指導を行ない、乳幼児のすこやかな発育・発

達のための支援をすると共に、妊娠期から子育て期に渡るまで切れ目のない支援を行い、安全

で安心して子育てを行うことができる。

対　象 妊産婦や保護者、家族と乳幼児

手　段 健康診査、教室、相談、訪問指導の実施

SDGsでの位置づけ

目標２ 飢餓をゼロに

目標３ すべての人に健康と福祉を

根拠法令・要綱等 母子保健法

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-4-1 施策名： 母子保健の充実

関連施策：
2-1-6 施策名：

事業期間 1965年度 (昭和40年度)
～

事 業 名 ごてんば版ネウボラ事業 2401-010

所　　管 健康福祉部　健康推進課 予算款項目 一般会計

少子化対策の推進

個別計画での位置づけ 御殿場市第５次健康増進計画、御殿場市子ども・子育て支援事業計画
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

4 1 1

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

16,592 16,500 16,500 49,592

0

0

0

500 500 1,408

0

財

　

源

　

内

　

訳

0

0

408

0

事業内容

医療保険適用にならない不

妊治療及び不育症治療に

ついて助成

医療保険適用にならない不

妊治療及び不育症治療に

ついて助成

医療保険適用にならない不

妊治療及び不育症治療に

ついて助成

事　業　費 17,000 17,000 17,000 51,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

不育症治療に対する治療費の助成を行い、習慣性の流産等妊娠してもなかなか出産に至らな

い夫婦の問題解決がなされ、実績として安心して妊娠、出産につながることができたケースもあ

り、少子化対策推進の一助となった。

事業の背景・

住民意見の反映

不妊治療は医療保険適用にならない高額な治療もあり経済的負担が大きい。少子化対策の一つとして、

負担軽減を図る制度の充実が望まれている。県の補助金の開設に合わせ平成26年度からは一般不妊治

療（人工授精）費を助成、また平成30年度より不育症治療に対する助成を開始した。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

人工授精や不育症治療の助成等の制度のPRにつとめ、利用者の拡大を図るとともに、高額な不妊治療に

かかる経済的負担の軽減繋げる。不妊治療費用については、開始年齢が下がっている上に、年々治療費

が高額になっていることもあり、少子化対策の観点からも平成22年度から変更していない不妊治療医療費

助成限度額の増額等を他市町の状況を踏まえつつ検討したい。

目　的 不妊治療及び不育症治療にかかる経済的・精神的負担の軽減を図り、少子化対策を推進する。

対　象

医療保険の適用にならない体外受精、顕微授精、人工授精などの不妊治療および不育症治療

を受けている夫婦。

手　段

不妊治療費用の2分の1以内で、1年度につき20万円を限度として、同一夫婦5年度間まで助成する。一般

不妊治療（人工授精）費用については、10分の7以内（上限63,000円）2年間まで助成する。

また、不育症治療については、対象治療費の10分の7以内（上限241,500円）2年間まで助成する。

保育サービスの充実

個別計画での位置づけ

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

なし

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-4-1 施策名： 母子保健の充実

関連施策：
2-1-7 施策名：

事業期間 2007年度 (平成19年度)
～

事 業 名 不妊等治療費用助成事業 2401-020

所　　管 健康福祉部　健康推進課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 少子化社会対策基本法
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

4 1 4

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

30,000 30,000

163,256 198,000 198,600 559,856

0

0

13,900 15,600 15,600 45,100

5,000 5,000 15,000

0

財

　

源

　

内

　

訳

744 800 800 2,344

0

5,000

0

事業内容

各種がん検診（胃内視鏡は

２年に１回の実施）

各種健康教育・健康相談、

訪問指導等の健康増進事

業

健康大学講座

各種がん検診（胃内視鏡は

２年に１回の実施）

各種健康教育・健康相談、

訪問指導等の健康増進事

業

各種がん検診（胃内視鏡は

２年に１回の実施）

各種健康教育・健康相談、

訪問指導等の健康増進事

業

健康大学講座開催

事　業　費 212,900 219,400 220,000 652,300

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

胃がんの内視鏡検診をはじめ、各種検診の受診者が令和元年度はかなり減少した。胃内視鏡検診については国の指

針通りの2年毎の実施に向けて医師会との協議などを行った。また、当市の健康課題でもある糖尿病重症化予防の訪

問等を医師会や関係機関と連携を取り実施したため、今後も継続する。

事業の背景・

住民意見の反映

健康寿命の延伸に向けた事業を実施していく中、がん検診については、子宮がん、乳がん検診

の通年実施、前立腺がん、肝炎ウイルス検診の期間延長など受診の機会を拡大してきた。ま

た、健康教育や相談事業においても、特定健診の結果出された当市の健康課題を念頭におき、

市民一人ひとりが自分にあった継続可能な健康習慣を身につけられるよう支援している。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

がん検診については国のがん検診指針の改正を受け、対象者や実施方法について関係機関と協議して

いる。特に胃内視鏡検診については、令和3年度よりスムーズに２年毎の検診が実施できるよう、医師会

等と協議していく。また、第５次健康増進計画に基づき、生活習慣病の早期発見・重症化予防のための健

康教育や相談、訪問事業等を実施し、効率的な保健事業を関係課と連携し、取り組んでいく。

目　的

がん検診による早期発見、早期治療により死亡率減少を図る。また、生活習慣病予防の取り組

みにより早世予防、介護予防へつなぎ、ひいては医療費や介護保険費の削減に結びつける。ま

た、健康教育等により生活習慣の見直し、改善の取り組みを実践できる。

対　象 市民

手　段 健康教育、健康相談、各種がん検診及びその他の検診（健診）、訪問指導等を実施する。

健康に関する関係機関や地域との連携

個別計画での位置づけ 御殿場市第５次健康増進計画

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

なし

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-4-3 施策名： 成人保健の充実

関連施策：
2-3-3 施策名：

事業期間 1982年度 (昭和57年度)
～

事 業 名 市民健康づくり事業 2403-010

所　　管 健康福祉部　健康推進課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 健康増進法
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

4 1 2

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

130,000 130,000 130,000 390,000

107,200 86,200 86,200 279,600

0

0

0

0

0

財

　

源

　

内

　

訳

206,400 206,400

0

0

事業内容 予防接種事業（16種類） 予防接種事業（14種類） 予防接種事業（14種類）

事　業　費 443,600 216,200 216,200 876,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

感染症発生や重症化が抑制され、先天性風しん症候群の発症予防につながった。

事業の背景・

住民意見の反映

①乳児期の予防接種の種類が増える一方（令和２年１０月からロタウイルスワクチンが追加）、

平成25年6月から子宮頸がんワクチンについては、積極的な接種勧奨は差し控えられている。

②風しん追加対策として令和元年度より３年間に限り実施する。③平成31年１月よりワクチン接

種費用への助成を開始した。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

①全般的に高い接種率の維持・向上を図るため個別通知を継続し、関係機関との連携を一層

強化していく。平成26年度から導入しているこどもの健康ナビのアプリ化及び多言語対応を行っ

た。②無料クーポン券を対象者へ送付するとともに、広報等で周知を図った。③母子手帳交付

時の案内を継続する。

目　的

感染症（麻しん、風しん、日本脳炎、ジフテリア、百日せき、破傷風、急性灰白髄炎（ポリオ）、結

核、子宮頸がん、ヒブ、小児用肺炎球菌、水痘、Ｂ型肝炎、ロタウイルス及び新型コロナウイル

ス）の罹患及び重症化の防止。

対　象

①乳幼児～児童生徒　②昭和37年4月2日～昭和54年4月1日生の男性（麻しん、風しんのみ）

③妊娠を希望する又は妊娠してる女性やその同居者　（麻しん、風しんのみ）④全市民

手　段

①予防接種法に定められた14種の疾病に対し、予防接種を個別・集団で実施。②風しん抗体検

査及び風しん第５期予防接種を実施医療機関等にて無料で実施。③風しん抗体検査で風しん

抗体価が十分でない対象者へ、風しん又は風しん麻しん（ＭＲ）ワクチン接種費用の約半額を助

成。④新型コロナウイルスワクチン接種を、集団・個別で実施。

学校保健の充実

個別計画での位置づけ 御殿場市第５次健康増進計画

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

なし

基本計画における

位置づけ

施策番号： 2-4-6 施策名： 感染症対策の推進

関連施策： 2-4-2 施策名：

事業期間 1976年度 (昭和51年度)
～

事 業 名 感染症予防事業（予防接種事業・結核予防事業） 2406-010

所　　管 健康福祉部　健康推進課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 予防接種法
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

4 1 2

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

52,000 52,000 52,000 156,000

0

0

16,000 16,000 16,000 48,000

0

0

財

　

源

　

内

　

訳

0

0

0

事業内容

インフルエンザワクチン

肺炎球菌ワクチン接種

インフルエンザワクチン

肺炎球菌ワクチン接種

インフルエンザワクチン

肺炎球菌ワクチン接種

事　業　費 68,000 68,000 68,000 204,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

高齢者のインフルエンザ及び肺炎の発症や重症化を防止した。

事業の背景・

住民意見の反映

インフルエンザの発病予防、重症化予防に効果を上げているため市民からの要望が高い。また

肺炎球菌性による肺炎は、成人肺炎の25～40％を占め、特に高齢者での重篤化が問題になっ

ている。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

高齢者インフルエンザ予防接種については、開始を10月初旬から翌年１月末までとし、接種機

会の拡大を図った。肺炎球菌予防接種については、平成３０年度までの予定であったが、国が

令和元年度から５年間に限り、継続実施することになった。

目　的

高齢者にインフルエンザ予防接種及び高齢者肺炎球菌予防接種を実施することにより、高齢者

がかかりやすいインフルエンザや肺炎の罹患及び重症化の防止を図る。

対　象

高齢者インフルエンザは65歳以上あるいは60歳以上65歳未満であって厚生労働省令で定めた心臓、腎

臓、呼吸器等が障害1級相当である市民。高齢者肺炎球菌は65歳以上の市民（市の助成は１回に限る）

手　段

高齢者インフルエンザ及び高齢者肺炎球菌（定期）予防接種については市内約40か所の医療

機関及び県内の医療機関等で実施。高齢者肺炎球菌予防接種については、定期対象年齢外で

あっても、市単独の行政措置として公費負担助成を実施している。

  

個別計画での位置づけ 御殿場市第５次健康増進計画

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

なし

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-4-6 施策名： 感染症対策の推進

関連施策：
 施策名：

事業期間 2010年度 (平成22年度)
～

事 業 名 感染症予防事業（高齢者予防接種事業） 2406-020

所　　管 健康福祉部　健康推進課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 予防接種法
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

4 1 5

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

0 1,000 1,000 2,000

0

9,000 9,000

0

0

0

財

　

源

　

内

　

訳

0

0

0

事業内容 基本構想策定 基本設計 実施設計

事　業　費 9,000 1,000 1,000 11,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

平成３０年度に保健センター劣化度調査及び改修計画の策定、平成３１年度に庁内検討委員会

を行い、改修ではなく、移転による新庁舎整備が望ましいとの意見が取りまとまった。

事業の背景・

住民意見の反映

昭和60年に竣工して以降、外装・内装ともに大規模な補修はこれまで行っていないため、経年劣化により

補修が必要となる部分が増えている。また施設利用・施設維持管理の両面で機能の充実が求められてい

る。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

令和元年度に庁内検討委員会を設置して、平成30年度に作成した保健センター劣化度調査及び改修計

画を参考に、今後の整備方針について検討した。令和３年度以降に具体的な整備計画の策定に入る。ま

た他施設との駐車場等の共同利用についても検討していく。

目　的

保健センターは昭和60年に竣工したが、経年による劣化がここ数年顕著となり、修繕を繰り返しながら施設の維持を

行っている。保健センター事業と並行して継続的に修繕をし、施設の維持を行うことにも限界があるため、新庁舎の整

備と一体的に、災害時の救護所機能や感染症対策を強化した施設整備をする。

対　象 市民

手　段

平成３０年度に実施した保健センター劣化度調査及び改修計画に基づき、平成３１年度に庁内

検討委員会を行い移転する方向で意見がまとまった。その方向に基づき新庁舎整備の検討を

進めていく。

危機管理体制の構築

個別計画での位置づけ

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

なし

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-4-8 施策名： 保健センター機能の充実

関連施策：
3-1-1 施策名：

事業期間 2019年度 (令和1年度)
～

事 業 名 保健センター整備事業 2408-010

所　　管 健康福祉部　健康推進課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等

78



事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

3 1 1

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

800 800

0

0

0

0

0

財

　

源

　

内

　

訳

0

0

0

事業内容

策定懇話会での意見聴取、

策定委員会での検討（意見

集約、計画素案に関する助

言等）

事　業　費 800 800

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

第4次計画策定の研修などに参加し、情報収集に努めるとともに他市町の策定状況を調べ、市

民アンケート調査を実施し集計を行った。

事業の背景・

住民意見の反映

計画策定から6年が経過し、各施策の進捗状況等を踏まえ、絶えず変化している地域社会の情

勢に対応すべく計画の見直しを図る。市民アンケート調査での住民の意向、懇話会で聴取した

福祉関係団体等の意見を踏まえ住民主体の計画を策定する。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

法に基づき計画を遂行する中で、社会情勢の変化や国・県の動向を見据え、大幅な変更があっ

た場合など、計画の中間年度でも必要に応じて検討委員会を開催、さらなる地域福祉の向上を

目指し、社会福祉協議会と連携して、既存の計画をベースに策定を進める。

目　的

社会福祉法第107条の規定に基づき、地域住民が主体的に関わり地域福祉の推進を図る。

現計画期間が2020年度で終了するが、計画期間を１年延ばしたことによる第4次計画（2022年

度～2026年度）として策定。

対　象 市民

手　段

社会福祉協議会で策定する第5次地域福祉活動計画と合本で策定する予定。令和元年度に市民アンケート調査などを

実施し、2020年度はアンケート内容の確認をする。2021年度に市民及び福祉関係機関の代表等で構成する懇話会で

意見聴取、併せて関係各課による策定委員会を設置・内容の検討をし、コンサルタント会社等の専門家のアドバイスを

受ける。

  

個別計画での位置づけ 御殿場市地域福祉計画

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

目標１ 貧困をなくそう

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-5-1 施策名： 福祉教育の充実と支えあう意識の醸成

関連施策：
 施策名：

事業期間 2021年度 (令和3年度)
～ 2021年度 (令和3年度)

事 業 名 御殿場市第４次地域福祉計画策定事業 2501-010

所　　管 健康福祉部　社会福祉課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 社会福祉法

79



事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

3 3 1

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

2,706 4,206 4,206 11,118

0

0

0

0

0

財

　

源

　

内

　

訳

3,394 6,394 6,394 16,182

0

0

事業内容

・生活困窮者一時支援事業

・生活困窮者世帯の子どもの

学習支援事業

・家計改善支援事業

・生活困窮者一時支援事業

・生活困窮者世帯の子どもの

学習支援事業

・生活困窮者就労準備支援事

業

・家計改善支援事業

・生活困窮者一時支援事業

・生活困窮者世帯の子どもの

学習支援事業

・生活困窮者就労準備支援事

業

・家計改善支援事業

事　業　費 6,100 10,600 10,600 27,300

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

生活困窮者一時支援事業は、令和元年度２名の利用があり、１名が就職し、１名を継続支援中。

生活困窮者世帯の子どもの学習支援事業については、中学生７名、高校生２名の参加があった。

事業の背景・

住民意見の反映

離職等により住居を失った困窮者に対しては、一定期間、住まいと食事を提供し、生活の基盤を確保する

とともに、就労による経済的な自立に向けた専門的な支援が求められる。

また、子どもの学習支援については、学習の機会の提供、居場所づくりに大きく寄与し、保護者からの期待

も大きい。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

生活困窮者一時支援事業については、委託事業者と綿密に連携し、早期かつ着実な就労自立につなげ

る。

子どもの学習支援については、子どもの学習意欲の向上とともに、保護者からの期待も高く、引き続き事

業を継続する必要性がある。

目　的 生活困窮者に対する就労支援等により、社会的・経済的自立の促進を図る。

対　象 経済的に困窮し最低限度の生活を維持することができないおそれのある人。

手　段

生活困窮者自立支援法に基づく、生活困窮者に対する就労支援、生活困窮者世帯の子どもの

学習支援等を行う。

学習機会の提供、学習成果の発信

個別計画での位置づけ

SDGsでの位置づけ

目標１ 貧困をなくそう

目標８ 働きがいも　経済成長も

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-5-4 施策名： 生活困窮者への自立支援

関連施策：
4-2-1 施策名：

事業期間 ～

事 業 名 生活困窮者自立支援事業 2504-010

所　　管 健康福祉部　社会福祉課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 生活困窮者自立支援法
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

3 3 1

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

21,183 21,391 21,620 64,194

17,729 17,902 18,095 53,726

0

0

0

17,902 18,095 53,726

0

財

　

源

　

内

　

訳

35,459 35,805 36,190 107,454

0

17,729

0

事業内容

地域包括支援センター５ヶ所運営

　

　御殿場地区　2ヶ所

　玉穂地区・高根地区　1ヶ所

　原里・印野地区　1ヶ所

　富士岡地区　1ヶ所

　

　

地域包括支援センター５ヶ所運営

　

　御殿場地区　2ヶ所

　玉穂地区・高根地区　1ヶ所

　原里・印野地区　1ヶ所

　富士岡地区　1ヶ所

　

　

地域包括支援センター５ヶ所運営

　

　御殿場地区　2ヶ所

　玉穂地区・高根地区　1ヶ所

　原里・印野地区　1ヶ所

　富士岡地区　1ヶ所

　

　

事　業　費 92,100 93,000 94,000 279,100

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

各地域包括支援センターに在宅医療介護連携相談員及び認知症地域支援推進員を配置し、各

分野における相談体制の強化を図っている。また、毎月センター長会議や定例会を実施し、情

報共有を図った。

事業の背景・

住民意見の反映

・高齢者等の介護や福祉などの相談内容の多様化と、困難化、介護予防事業の重視。

・医師、介護支援専門員、介護保険の被保険者、地域ケアに関する学識経験者などにより構成される介護

保険運営協議会の中で、センターの適切、公正かつ中立な運営の確認を行っている。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

各地域において、地域包括支援センターの認知度が上がり、市民等からの相談や地域の集まりへの参加

が増えたことに加え、新規事業への対応などにより業務量が年々増加している。増員が難しい状況の中、

地域資源を活用し、関係機関と連携することで対応していく。

目　的 地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援する。

対　象 高齢者及びその家族

手　段

社会福祉法人等に委託し地域包括支援センターを設置する。地域包括支援センターでは、保健師、社会福祉士及び主

任介護支援専門員の3職種が連携して、①介護予防ケアマネジメント業務②総合相談支援業務③権利擁護業務④包

括的・継続的ケアマネジメント支援業務を実施し、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助

を行う。

高齢者の権利擁護

個別計画での位置づけ 御殿場市第９次高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

なし

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-6-1 施策名： 地域包括ケアの推進

関連施策：
2-6-6 施策名：

事業期間 2006年度 (平成18年度)
～

事 業 名 地域包括支援センター運営事業 2601-010

所　　管 健康福祉部 長寿福祉課 予算款項目 介護保険特会

根拠法令・要綱等 介護保険法第115条の46第1項

81



事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

3 1 4

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

50,400 52,300 54,000 156,700

0

0

0

0

0

財

　

源

　

内

　

訳

0

0

0

事業内容

利用券1枚500円相当×12

枚

交付対象者　18,000人

利用券1枚500円相当×12

枚

交付対象者　18,600人

利用券1枚500円相当×12

枚

交付対象者　19,200人

事　業　費 50,400 52,300 54,000 156,700

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

平成30年10月から新たに追加した「紙おむつの引き換え」の利用者が増えているが、新型コロナ

ウイルスの感染拡大防止の影響で、利用券全体の利用率は昨年度よりも減少した。

事業の背景・

住民意見の反映

高齢化が進み高齢者人口も増加し、これに伴い、医療費や介護費は増加してきている。このような状況の

中で、介護予防の面からも高齢者自身の健康管理の必要性は高まってきている。そこで、高齢者が健康

保持のための福祉サービスを利用できるように定めた。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

今後も対象者が増加していく見込みである。さらなる利便性向上のため、引き続き、利用状況を

確認しながら、対象者や利用券の配付枚数、利用サービスについて検討していく。

目　的 高齢者の社会参加を促進するとともに、健康の保持増進及び日常生活の便宜を図る。

対　象 70歳以上の高齢者及び付添人1名

手　段

敬老の日の時期に合わせ、健やか事業利用券を12枚を交付し、温泉入浴やマッサージ等の施

術に加え、施設の利用や各種講座等の受講、紙おむつ等の交換などに使用する。

社会参加の支援と生きがいづくりの推進

個別計画での位置づけ 御殿場市第９次高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

なし

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-6-2 施策名： 介護予防の推進と自立生活の支援

関連施策：
2-6-4 施策名：

事業期間 1988年度 (昭和63年度)
～

事 業 名 高齢者健やか事業 2602-010

所　　管 健康福祉部 長寿福祉課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 御殿場市高齢者健やか事業実施要綱

82



事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

3 1 1

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

52,761 54,861 57,225 164,847

12,563 13,063 13,625 39,251

0

0

0

13,063 13,625 39,251

0

財

　

源

　

内

　

訳

22,613 23,513 24,525 70,651

0

12,563

0

事業内容

・介護予防・生活支援サー

ビス事業

・介護予防ケアマネジメント

事業

・一般介護予防事業

・審査支払手数料

・介護予防・生活支援サー

ビス事業

・介護予防ケアマネジメント

事業

・一般介護予防事業

・審査支払手数料

・介護予防・生活支援サー

ビス事業

・介護予防ケアマネジメント

事業

・一般介護予防事業

・審査支払手数料

事　業　費 100,500 104,500 109,000 314,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

　　　　訪問型サービス　通所型サービス　介護予防ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ　介護予防教室　介護予防の場

H30　　　　１，２３１件　　　　２，３４２件　　　　　　　２，０１７件　　　　　　８８回　　　　　２０か所

R1　　　　  １，３６１件　　　　２，５０５件　　　　　　　２，２５７件　　　　　　６９回　　　　　２３か所

事業の背景・

住民意見の反映

　高齢化が進む中、介護保険給付費の増加が見込まれる。負担抑制の観点から、これまでの介

護予防事業に、新たに要支援者の訪問介護、通所介護が市町村事業として移行することになっ

たため、制度に関する規則等を平成28年度に策定し、平成29年度より事業を開始、平成30年度

から本格運用を開始した。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

　基本チェックリスト送付及び短期集中の介護予防教室を元年度より開始し、１，５７８名にリスト

を送付し、予防が必要な回答者４１名を介護予防教室に結び付けることが出来た。今年度も、

チェックリスト送付は地区を変えて継続させることで、介護予防が必要な高齢者の把握し、介護

予防に結びつけていく。

目　的

　介護保険制度の改正により地域支援事業に移行された、要支援者及び事業対象者への訪問

型及び通所型サービスの適切な運用を行う。合わせて、介護認定を持っていない人に対して介

護予防事業を行う。

対　象

　介護保険第１号被保険者。訪問型サービス、通所型サービス、介護予防ケアマネジメントは介

護保険法に規定されている要支援認定者及び事業対象者。

手　段

　訪問型及び通所型サービス実施事業者に対し、規則に定めたサービスの提供を行うよう指導

し、利用者のニーズに応じてサービス内容の変更等を行う。介護予防事業については、介護予

防教室の実施や、地域の自主的な介護予防の場の立ち上げ・運営の手助けをする。

  

個別計画での位置づけ 御殿場市第９次高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

なし

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-6-2 施策名： 介護予防の推進と自立生活の支援

関連施策：
 施策名：

事業期間 2017年度 (平成29年度)
～

事 業 名 介護予防・日常生活支援総合事業 2602-030

所　　管 健康福祉部　長寿福祉課 予算款項目 介護保険特会

根拠法令・要綱等 御殿場市介護予防・日常生活支援総合事業に関する規則
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

3 3 1

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

3,565 3,680 3,680 10,925

2,984 3,080 3,080 9,144

0

0

0

3,080 3,080 9,144

0

財

　

源

　

内

　

訳

5,967 6,160 6,160 18,287

0

2,984

0

事業内容

・第1層及び第2層協議体の運

営

・生活支援コーディネーターの

配置

（移動支援の担い手養成）

・第1層及び第2層協議体の運

営

・生活支援コーディネーターの

配置

（移動支援の担い手養成）

・第1層及び第2層協議体の運

営

・生活支援コーディネーターの

配置

（移動支援の担い手養成）

事　業　費 15,500 16,000 16,000 47,500

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

第１層・２層協議体の運営や居場所の支援、住民参加型生活支援事業及び、静岡県移動支援

モデル事業の実施を行った。

事業の背景・

住民意見の反映

ひとり暮らしの高齢者及び高齢者のみの世帯が増加する中、介護認定には至らないが日常生活において

支援を必要とする高齢者が年々増加している。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

住民参加型生活支援事業を実施し、徐々に活動も増えてきている。さらに周知し、担い手の育成を図って

いく。　令和元年度の静岡県移動支援モデル事業を発端として、他地区にも移動支援を広げられるように、

運転ボランティアの育成にも力をいれていく。

目　的

高齢者が、生きがいや役割を持ち、住み慣れた地域で安心して生活が送れるよう、生活支援・

介護予防サービス及び地域における支え合いの体制を充実・強化し、もって高齢者の社会参加

の推進を一体的に図る。

対　象 高齢者

手　段

市社会福祉協議会への委託により、生活支援協議体（市町村区域である第１層及び中学校区

域等である第2層）を設置し、生活支援コーディネーターを配置する。

社会参加の支援と生きがいづくりの推進

個別計画での位置づけ 御殿場市第９次高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

目標17 パートナーシップで目標を達成しよう

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-6-2 施策名： 介護予防の推進と自立生活の支援

関連施策：
2-6-4 施策名：

事業期間 2015年度 (平成27年度)
～

事 業 名 生活支援体制整備事業 2602-040

所　　管 健康福祉部 長寿福祉課 予算款項目 介護保険特会

根拠法令・要綱等 地域支援事業実施要綱
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

3 1 4

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

15,100 16,800 18,400 50,300

0

0

0

0

0

財

　

源

　

内

　

訳

0

0

0

事業内容

70歳以上の高齢者等で、日

常生活の移動手段に支障

がある方に対し、タクシーや

バスで利用できる助成券

（最大１万円分）を１年に１

度交付する。

70歳以上の高齢者等で、日

常生活の移動手段に支障

がある方に対し、タクシーや

バスで利用できる助成券

（最大１万円分）を１年に１

度交付する。

70歳以上の高齢者等で、日

常生活の移動手段に支障

がある方に対し、タクシーや

バスで利用できる助成券

（最大１万円分）を１年に１

度交付する。

事　業　費 15,100 16,800 18,400 50,300

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

令和元年度の助成券の発行件数は1,501件、利用枚数は116,342枚と前年度より130件、15,659

枚の増加となり、高齢者の移動支援として定着しつつある。

事業の背景・

住民意見の反映

高齢化の進展とともに交通手段を持たない人が増える傾向があり、各地域の課題として移動手段をあげる

意見が多い。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

平成２９年２月から事業を開始。対象者は年々増加傾向にあることから、助成の有無判定にお

ける要件や助成対象者の見直し等、事業全体について検討していく必要がある。

目　的

高齢者等の日常生活における移動手段の支援をすることで、利便性の向上及び社会参加の促

進を図る。

対　象 日常生活の移動手段に支障がある高齢者等

手　段 タクシー及びバス利用料金助成券を交付し、バス・タクシー利用時に使用する。

交通需要に応じた交通ネットワークの形成

個別計画での位置づけ 御殿場市第９次高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

目標11 住み続けられるまちづくりを

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-6-2 施策名： 介護予防の推進と自立生活の支援

関連施策：
6-7-3 施策名：

事業期間 2016年度 (平成28年度)
～

事 業 名 高齢者等タクシー及びバス利用料金助成事業 2602-050

所　　管 健康福祉部 長寿福祉課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 御殿場市高齢者等タクシー及びバス利用料金助成事業実施要綱

85



事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

3 1 4

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

11,500 11,500 11,500 34,500

0

0

0

0

0

財

　

源

　

内

　

訳

0

0

0

事業内容 運営費補助金 運営費補助金 運営費補助金

事　業　費 11,500 11,500 11,500 34,500

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

シルバー人材センターの事業推進のため、補助金を交付した。

事業の背景・

住民意見の反映

高齢化社会を迎え、常雇でないが知識や経験を生かした就業の場を求める高齢者が増加している。この

ような就業ニーズや社会参加の要望に対応するため、（公益社）シルバー人材センターの事業推進が必要

である。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

企業における定年延長や再雇用制度の定着のほか、通いの場等の地域のボランティア活動の活性化に

より、会員の増加が難しい状況にある。補助金の金額は平成２５年度から変更していないため、全面的な

見直しも含め検討していく必要がある。

目　的

高齢者等の豊かな経験や知識を生かし、新たな雇用・就業の確保と促進及び社会参加の機会

の提供を図る。

対　象 勤労意欲のある高齢者等

手　段 （公益社）シルバー人材センターの運営及び事業に対する助成を行う。

  

個別計画での位置づけ 御殿場市第９次高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

目標８ 働きがいも　経済成長も

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-6-4 施策名： 社会参加の支援と生きがいづくりの推進

関連施策：
 施策名：

事業期間 1986年度 (昭和61年度)
～

事 業 名 シルバー人材センター運営費補助事業 2604-010

所　　管 健康福祉部　長寿福祉課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 高齢者等の雇用の安定等に関する法律

86



事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

3 3 1

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

2,461 2,507 2,507 7,475

2,060 2,098 2,098 6,256

0

0

0

2,098 2,098 6,256

0

財

　

源

　

内

　

訳

4,119 4,197 4,197 12,513

0

2,060

0

事業内容

・認知症地域支援推進員設置

・認知症カフェ設置、運営支援

・初期集中支援チーム運営

・本人ミーティングの実施、

チームオレンジの設置

・認知症地域支援推進員設置

・認知症カフェ設置、運営支援

・初期集中支援チーム運営

・本人ミーティングの実施、

チームオレンジの設置

・認知症地域支援推進員設置

・認知症カフェ設置、運営支援

・初期集中支援チーム運営

・本人ミーティングの実施、

チームオレンジの設置

事　業　費 10,700 10,900 10,900 32,500

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

認知症初期集中支援チームを２チームに増やし、それぞれのチームで活動したほか、認知症地

域支援推進員を各地域包括支援センターに配置し、地域や家族の実情に応じて支援を行った。

また、認知症ケアパスの更新を行い、新たに「物忘れ相談シート」を追加した。

事業の背景・

住民意見の反映

社会の高齢化がさらに進む中、認知症高齢者の対策は重要な課題となっている。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

認知症の方の声を聴き、市の施策に生かす方策の構築や認知症サポーターの活用方法、介護している家

族の支援の充実を図っていくことで、地域での支援体制の構築につなげる。

目　的

認知症の早期段階からの適切な診断と対応及び本人や家族への支援を通して、地域単位での

総合的かつ継続的な支援体制の確立を図る。

対　象 認知症の人及びその家族

手　段 認知症地域支援推進員の設置及び認知症初期集中支援チームの設置・運営。

地域包括ケアの推進

個別計画での位置づけ 御殿場市第９次高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

なし

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-6-5 施策名： 認知症高齢者の支援

関連施策：
2-6-1 施策名：

事業期間 2015年度 (平成27年度)
～

事 業 名 認知症総合支援事業 2605-010

所　　管 健康福祉部 長寿福祉課 予算款項目 介護保険特会

根拠法令・要綱等 認知症施策推進大綱

87



事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

3 1 4

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

2,500 6,500 4,800 13,800

0

0

0

0

0

財

　

源

　

内

　

訳

0

0

0

事業内容

・成年後見制度普及啓発講演

会の実施

・養成した後見人を法人後見

支援員として活動してもらうた

めの体制整備

・中核機関の設置

・成年後見制度普及啓発講演

会の実施

・市民後見人養成講座の実施

（隔年）

・中核機関の設置

・成年後見制度普及啓発講演

会

・フォローアップ研修会の実施

・中核機関の設置

事　業　費 2,500 6,500 4,800 13,800

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

成年後見制度利用促進審議会を開催したほか、市民向けの講演会（参加者：142人）や市民後

見人養成講座（受講者：43人）を実施した。

事業の背景・

住民意見の反映

高齢者の増加とともに財産管理・契約能力の低下した人が増え、また、単身高齢者の増加に伴い親族後

見が減少し、弁護士や司法書士など専門職による後見人が将来不足することが予想されている。また、平

成28年5月の促進法施行及び29年3月の国の基本計画策定を契機として、制度の利用促進に向けた体制

整備が全国的に進められている。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

講演会や市民後見人養成講座の実施、審議会の開催などにより、成年後見制度の周知や利用促進の体

制づくりは進められている。今後は、関係団体と検討を重ね、中核機関の整備や、地域連携ネットワークの

構築等を早急に実施していく。

目　的

認知症など判断能力が不十分な人の権利や財産を保護できるよう、市民後見人の育成や活動

支援の体制を整えることで、成年後見制度の利用促進を図る。

対　象 認知症や知的障害・精神障害等により物事を判断する能力が十分ではない人

手　段  

障害者福祉に関する相談体制と障害福祉サービスの充実

個別計画での位置づけ 御殿場市第９次高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

目標17 パートナーシップで目標を達成しよう

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-6-6 施策名： 高齢者の権利擁護

関連施策：
2-7-2 施策名：

事業期間 2019年度 (令和1年度)
～

事 業 名 成年後見制度利用促進事業 2606-010

所　　管 健康福祉部 長寿福祉課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 成年後見制度の利用の促進に関する法律

88



事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

3 1 2

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

13,750 19,200 4,200 37,150

0

1,350 1,500 1,500 4,350

0

0

0

財

　

源

　

内

　

訳

0

0

0

事業内容

障害者民間福祉施設

運営費補助　１５施設

施設整備　　 　２施設

障害者民間福祉施設

運営費補助　１５施設

施設整備　　 　１施設

障害者民間福祉施設

運営費補助　１５施設

事　業　費 15,100 20,700 5,700 41,500

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

障害者が安心して交流活動や就労訓練等を行いながら生活ができるよう、福祉施設運営費補

助を行なった。また、地域で障害者が安心して生活できるよう、障害者福祉施設の施設整備の

補助を行なった。

事業の背景・

住民意見の反映

就労機会の少ない障害者及び保護者から、障害者の地域社会への参加のために就労支援事

業所（旧小規模作業所等）の充実と存続について要望が出たことから、小規模の就労支援事業

所等の運営を支援し、事業の充実を図られることで障害者の社会参加を推進している。併せて、

地域社会で生活をする障害者が利用する障害者民間福祉施設の基盤整備を進めている。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

就労支援施設や入所施設の安定した運営により、障害者が安心した生活を送れているため、こ

の事業を継続していく。また、施設側の要望を把握し、利用者が安全に利用できる施設となるよ

う障害者福祉事業所と連携して施設整備を進めていく。

目　的

就労支援事業所（旧小規模作業所等）や入所施設の充実により、障害者の安心した生活を推進

していくと共に、障害者民間社会福祉施設の整備を推進し障害者福祉の向上を図る。

対　象 障害者民間福祉施設及び施設利用者

手　段 障害者民間福祉施設運営費、施設整備に要する経費への補助を行う。

障害のある人の社会参加・活動の支援

個別計画での位置づけ 御殿場市地域福祉計画

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

なし

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-7-3 施策名： 障害のある人の就労支援と生活の安定

関連施策：
2-7-4 施策名：

事業期間 1984年度 (昭和59年度)
～

事 業 名 障害者民間福祉施設運営費等補助事業 2703-010

所　　管 健康福祉部　社会福祉課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 御殿場市民間社会福祉施設補助金交付要綱

89



事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

3 1 2

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

48,181 48,181 48,181 144,543

0

0

0

18,789 18,789 56,367

0

財

　

源

　

内

　

訳

37,230 37,230 37,230 111,690

0

18,789

0

事業内容

相談支援事業、コミュニケー

ション支援事業、日常生活

用具給付等事業、移動支援

事業、地域活動支援事業、

地域生活支援拠点整備事

業、その他の事業

相談支援事業、コミュニケー

ション支援事業、日常生活

用具給付等事業、移動支援

事業、地域活動支援事業、

地域生活支援拠点整備事

業、その他の事業

相談支援事業、コミュニケー

ション支援事業、日常生活

用具給付等事業、移動支援

事業、地域活動支援事業、

地域生活支援拠点整備事

業、その他の事業

事　業　費 104,200 104,200 104,200 312,600

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

障害者総合支援法に基づく支援（介護給付、訓練等給付、自立支援医療、補装具）と組み合わ

せ、地域の実情に応じた地域生活支援事業を実施した。

事業の背景・

住民意見の反映

障害者総合支援法の施行により、地域の実情に応じて柔軟に実施できる相談支援事業や意思

疎通支援事業、日常生活用具給付事業等が地域生活支援事業として位置付けられた。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

障害福祉サービスを行う社会福祉法人等と、地域生活支援事業の実施に係る契約を引き続き

締結することで、障害者が柔軟に障害福祉サービスを利用し、充実した地域生活を営むことが

できるよう支援をしていく。

目　的

障害者（児）がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことが

できるよう、福祉環境の整備を図る。

対　象 障害者（児）

手　段

障害者（児）等からの相談に応じるとともに、必要な情報の提供、手話通訳者等の派遣、日常生

活用具の給付又は貸与、移動を支援し、活動等の機会の提供を行う。

障害のある人の社会参加・活動の支援

個別計画での位置づけ 御殿場市障害者計画

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

なし

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-7-3 施策名： 障害のある人の就労支援と生活の安定

関連施策：
2-7-4 施策名：

事業期間 2006年度 (平成18年度)
～

事 業 名 地域生活支援事業 2703-020

所　　管 健康福祉部　社会福祉課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 障害者総合支援法

90



事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

3 1 2

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

0

0 4,600 4,600

0

0

0

0

0

財

　

源

　

内

　

訳

0

0

0

事業内容

障害者及び障害福祉事業

所への現況調査、分析

策定懇話会での意見聴取、

策定委員会での検討（計画

素案の作成委託、印刷製本

費等

事　業　費 0 4,600 4,600

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

第５次御殿場市障害者計画（平成３０年度～平成３４年度）に基づき、市民に要望に寄り添った

各障害福祉サービス等の提供に努めた。

事業の背景・

住民意見の反映

平成９年度から以降５年ごと計画を策定し、施策を推進してきた。障害のある人を取り巻く環境

の変化や障害のある人のニーズに対応ためにより具体的で効率性のある計画として策定する

ため、令和３年度に障害者や障害福祉事業所等に対し調査を実施予定。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

法に基づき障害福祉サービス等を提供する中で、社会情勢や国、県の動向について情報収集

を行う。

目　的

障害者基本法第11条第3項の規定に基づき、第６次御殿場市障害者計画(令和５年度～令和９

年度)を策定し、障害のある人のための施策に関する基本的な事項を定める計画とする。

対　象 障害のある人をはじめとする全市民

手　段

御殿場市障害福祉計画と整合性を図りながら、事業所等の実態や障害者の状況を把握、計画

原案の策定を委託する。

  

個別計画での位置づけ 御殿場市地域福祉計画

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

なし

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-7-3 施策名： 障害のある人の就労支援と生活の安定

関連施策：
 施策名：

事業期間 2021年度 (令和3年度)
～ 2022年度 (令和4年度)

事 業 名 第６次御殿場市障害者計画策定事業 2703-030

所　　管 健康福祉部　社会福祉課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 障害者基本法・障害者総合支援法
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

特会一般

30,000 30,000 30,000 90,000

38,783 39,933 41,183 119,899

0

0

3,000 3,050 3,100 9,150

36,517 36,517 109,551

0

財

　

源

　

内

　

訳

0

0

36,517

0

事業内容

特定健診・特定保健指導、

電話健康相談、国保脳ドッ

ク、国保ヘルスアップ事業

特定健診・特定保健指導、

電話健康相談、国保脳ドッ

ク、国保ヘルスアップ事業

特定健診・特定保健指導、

電話健康相談、国保脳ドッ

ク、国保ヘルスアップ事業

事　業　費 108,300 109,500 110,800 328,600

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

メタボリックシンドロームの該当者や予備群を減らすことにより、生活習慣病の予防及び重症化

を防止し、医療費の適正化を図った。また、被保険者の自主的な健康増進及び疾病予防を支援

することで、被保険者のQOL（生活の質）の向上をもたらす事業を実施した。

事業の背景・

住民意見の反映

医療費支出の増加が進む中、生活習慣病の予防及び重症化を防止し、医療費の適正化を図る

ため、国民健康保険の被保険者に対する、各種保健事業の実施が求められている。平成30年

度からは、制度改正により国民健康保険事業運営の都道府県化が施行されたが、被保険者の

特性に応じた各種保健事業は、引き続き市町が事業主体となり実施する。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

第2期御殿場市国民健康保険データヘルス計画に基づき、各種健康診査及び保健指導データやレセプト

分析等保有しているデータを活用しながら、被保険者の特性を踏まえた効果的かつ効率的な保健事業を

PDCAサイクルに沿って展開する。各年度において、実施した保健事業の評価・分析を行い、これに基づく

生活習慣病の早期発見・重症化予防のための効率的な保健事業を検討する。

目　的 国民健康保険被保険者の健康寿命の延伸のため

対　象 国民健康保険被保険者

手　段

メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）に着目した健診や保健指導、脳ドック受診等に対す

る助成、電話健康相談等各種保健事業の実施

  

個別計画での位置づけ

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

なし

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-8-1 施策名： 国民健康保険制度の周知と医療費の適正化

関連施策：
 施策名：

事業期間 2008年度 (平成20年度)
～

事 業 名 国民健康保険保健事業 2801-010

所　　管 市民部　国保年金課 予算款項目 国民健康保険特会

5-1-1/5-1-2

5-2-1

根拠法令・要綱等 高齢者の医療の確保に関する法律
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事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト事 業 整 理 シ ー ト

整理番号

3 1 6

●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ●事業の種類と位置づけ

●事業の内容●事業の内容●事業の内容●事業の内容

●事業計画●事業計画●事業計画●事業計画（単位：千円）

国　補

防　衛

県　補

市　債

財　繰

負　担

小　山

寄　付

その他

一　般

53,487 72,349 77,652 203,488

25,888 28,526 30,913 85,327

0

0

3,025 3,325 3,635 9,985

0

0

財

　

源

　

内

　

訳

0

0

0

事業内容

後期高齢者医療健康診査、

後期高齢者脳ドック受診費

助成事業、後期高齢者健康

診査未受診者勧奨事業、高

齢者の保健事業と介護予

防の一体的な実施

後期高齢者医療健康診査、

後期高齢者脳ドック受診費

助成事業、後期高齢者健康

診査未受診者勧奨事業、高

齢者の保健事業と介護予

防の一体的な実施

後期高齢者医療健康診査、

後期高齢者脳ドック受診費

助成事業、後期高齢者健康

診査未受診者勧奨事業、高

齢者の保健事業と介護予

防の一体的な実施

事　業　費 82,400 104,200 112,200 298,800

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

令和元年度末までの

事業実施状況

例年同様6～8月、11月に健康診査を実施。5,569名が受診（受診率55.70％）し、脳ドックは129名

が受診した。事業実施により疾病の早期発見、重症化を防止し医療費の適正化を図った。ま

た、自主的な健康増進及び疾病予防を支援することでQOLの向上をもたらす事業を実施した。

事業の背景・

住民意見の反映

医療費の増加が進む中、生活習慣病の予防及び重症化を防止し、医療費の適正化を図るため後期高齢者医療制度被保険者に対する各種保健事業が求めら

れている。静岡県後期高齢者医療広域連合より市が受託する各種保健事業は、被保険者の特性に応じた事業を実施するため引き続き市が主体となる。

医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法の一部を改正する法律が公布され、超高齢化社会を迎える最中、健康寿命延伸など目的に、

保健事業や介護予防事業を庁内各部署の連携を強化し一体的な実施が求められることとなった。後期高齢者医療制度の保険者は静岡県後期高齢者医療広

域連合であるが、静岡県全域となるため市への委託事業となる。

PDCAサイクル

(Ｒ１→Ｒ２)

静岡県後期高齢者医療広域連合第2期データヘルス計画に基づき、健康診査結果など保有して

いるデータを活用して被保険者の特性を踏まえた効果的な事業を検討する。高齢者の保健事業

と介護予防の一体的な実施を検討する。

目　的 後期高齢者医療被保険者の健康寿命の延伸のため

対　象 後期高齢者医療被保険者

手　段

健康診査や保健事業、脳ドック受診等に対する助成、健康診査未受診者への勧奨事業の実施

高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施事業

  

個別計画での位置づけ

SDGsでの位置づけ

目標３ すべての人に健康と福祉を

なし

基本計画における

位置づけ

施策番号：
2-8-2 施策名： 後期高齢者医療制度の周知と保健事業の推進

関連施策：
 施策名：

事業期間 2008年度 (平成20年度)
～

事 業 名 後期高齢者受託事業 2802-010

所　　管 市民部　国保年金課 予算款項目 一般会計

根拠法令・要綱等 高齢者の医療の確保に関する法律
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